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外国法研究にあたって望むこと
日本比較法研究所　所員　　鈴　木　博　人

　研究者にとっては、図書館をはじめ総合的に文献・資料を収集し、整理
し、保管してくれる機関が不可欠である。この点、ドイツ家族法を研究対
象とする私にとって、中央大学の研究機関としての魅力は、図書館と日本
比較法研究所（以下、比研と記す）と中央大学出版部（紙幅の関係で出版
部については詳しく触れられないが、研究成果を公刊できるというのが大
きな理由である）の存在にある。
　私が大学院生だった頃は、外国の新しい研究論文や研究書は、紙媒体の
雑誌や書籍という形で入手して読み解いていた。中央大学で所蔵していな
いものについては、図書館レファレンスで紹介状を書いてもらって他大学
図書館で必要な文献を閲覧・複写させてもらった。国会図書館へ行くこと
もあったが、外国の文献はやはり大学図書館に所蔵されていることの方が
はるかに多かった。慶應義塾大学三田キャンパスや上智大学四谷キャンパスの図書館は、開放的で使い勝手
が良かった。明治大学では旧図書館と新しい図書館になってからの双方を経験し、日本各地の地方紙が数多
く閲覧室に並んでいるのを羨ましく感じた。開放書庫ではなく、少し暗い閉架書庫に入って自分で必要文献
を探すようにと指示されたのは専修大学法学部図書館だった。数日間通える利用証が必要かを問われること
もあった。中央大学では、大学院生になると閉架書庫内に入庫できるようになり、学部学生のときと異なり、
一々窓口で文献を取り出してもらうのを待つことがなくなったのはありがたかった。
　某国立大学の法学部図書館は、同じ大学出身であっても他大学研究者には所蔵する書物の利用を厳しく制
限していた。また、これは今でも同じであるが、国立大学のなかには、所蔵する図書ということになってい
ても、図書館に所蔵されているわけではなく、教員の個人研究室に置かれているものがある。現在入手でき
ない古い書籍をリクエストすると、ときに、貸与を断られることがある（もちろん、古い本で、保存状態を
考慮するととても貸与やコピー機での複写に耐えないということもある。昨年も国内に３冊所蔵されている
1925年刊行のドイツ語文献を取扱い注意という条件で唯一徳島大学図書館が貸与してくれ、法学部図書館と
相談してコピーではなくてスキャナーでスキャンして読むことができた）。そんなときは、国外の図書館に
複写依頼するか、ドイツの大学に行く機会に複写することになる。
　 指 導 教 授 で あ っ た 故 田 村 五 郎 先 生 の 研 究 室 の 書 棚 に、 国 内 所 蔵 が な か っ た Krause,F.-W., Die 
Volljährigenadoption, jur.Dissertation,Freiburg,1971. が並んでいるのに気づき、貸与を申し出たことがあっ
た。先生の返事は、即座に「いやだね」だった。「これから世界中から資料を集めなければならないのに他人（ひ
と）が苦労して収集したものに安易に頼るな」、つまりは、自分で収集しろということだった。この時に頼っ
たのは、中央図書館レファレンスだった。マイクロフィルムがドイツから送られてきて、図書館地階の読み
取り装置でプリントアウトし、邦訳しながら読むことができた。
　最初に研究者教員として赴任した地方国立大学では、日本語文献はともかくドイツ法に関する文献は乏し
かった。ここでも図書館のレファレンスのサポートに助けられた。中央大学に赴任してからは、図書館と並
んで比研の蔵書に助けられることになった。比研では、所員は、とりわけ専門領域について収蔵する書籍・
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資料についての選書にも気を配る必要がある。この作業を怠るとその領域の資料が貧弱になってしまう。図
書館資料の収集についても類似しているが、比研の場合、比較法研究に必要な資料であること、また、研究
所員は研究所蔵書・資料を貸出できるという点が異なる。
　今では、雑誌論文は、オンラインデータベースを通じて閲覧できるようになってきた。2013年から
２年間オーストリア・ウィーン大学法学部私法研究所で在外研究の機会を得たときには、Manz 社の
Rechtsdatenbank（RDB）が利用されていた。2007年に中央大学法学部とミュンスター大学法学部との交
流協定に基づいてミュンスター大学に滞在したときは、まだ紙の本を利用していたように思う。今では、
beck-online, beck-eBibliothek, juris 等を利用しており、学術助手や学生助手（ちなみに、在外研究時には、
現地の教授陣と交流し、信頼関係を作ることも重要であるが、助手と日常的に接して手助けをしてもらうと
いうことも大切である）と話しても、文献は beck-online で読むという。私が日本に所蔵がなく、古本でも
入手できない1980年代の文献をコピーしていると「何をコピーしているの？」と尋ねられ、必要なものがあ
ればいつでも日本から連絡してくれということになる。中大でも比研、法学部文献情報センター、図書館等々
の尽力で、beck-online や juris が導入され、内容も少しずつ拡充してきているのは、まことにありがたい限
りである。図書館が閉館していても、またわざわざ出かけて行かなくても、どこでもドイツ語文献にアクセ
スすることができるのはありがたい。また、比研では、上述の Manz 社の RDB を利用でき、これは日本で
は中央大学だけであると思う（その事情については、長くなるので、ここでは記すことができない）。
　沼理論と言われる民法の体系理論を提唱し、その著作集は30巻以上に及ぶ法学部教授だった故沼正也先生
は、「「ないものはない」という論理」というエッセイ（著作集７『民法におけるテーマとモチーブ【新版】』
三和書房、1979年、350頁）で、「ないものはない＝なんでもある」図書館のあるべき姿と「ないものはない
＝ございません」という図書館の姿を描いている。後者の図書館では、研究者は「その文献を見なくてはな
らない性質の論文までが、見ないで書かれてしまうことにもなりかねない」。また、洋書の収集にはとくに
最新の注意を払う必要が説かれている。
　近年、期間限定で電子ブック EBA が行われありがたいが、将来的には eBibliothek の常時利用が可能に
なることを希望する。
　私にとって比較法研究をするときの難しさは、扱おうとしている法制度の理解が正しいかどうかがなかな
かわからない点にある。これはいろいろな意味においてである。一つには、対象となっている外国の制度を
日本語でどのように理解するかという問題がある。邦訳の問題ともいえるかもしれない。例えば、ドイツ民
法1632条４項に Familienpflege とか Pfleperson という語があり、ドイツの社会法典第８編の児童ならびに
少年援助法33条は Vollzeitpflege について規定する。これらを日本語にどのように訳すかは悩ましい。直訳
して「家庭養育」「養育者（人）」「フルタイム養育・全日養育」とするか、養育形態の類似性から日本法に
ある「里親養育」「里親」とするか。「里親」という語を使った場合、日本の児童福祉法上の措置制度として
の里親と同じだと理解されると、私法（民法）にも規定されているドイツ法の制度と行政法上の制度で、私
法上の権利はもたない日本法の制度の性質を同じものだと誤解されてしまう可能性が高くなる。外見上は類
似していても、基本的な制度の違いを無視して制度を比較したり、制度創設や改革の理由にしたりすること
は考察の前提を誤ることになる。同じことは統計の読み方についても当てはまる。また、条文の解釈・適用
についても、制度の背景を十分理解しないと大きな誤りを犯すことになる。
　文献研究だけではなお確信をもてないときには、ドイツの現場に行って研究者のみならず、実務家（これ
は法曹のみならず、ソーシャルワーカーのような法律家でない職種の人も含む）にインタビュー調査をす
ることが必要になる。インタビュー調査の前提は、文献研究を十分行ったうえで質問項目を作成すること

（それでも、初歩的な知識を欠いていたため、インタビュイーから基本知識から説明を受けることも珍しく
ない）、実際の調査は一人で行うのではなく、有能な助手を伴って複数人で行うことが必要である。インタ
ビュー調査は、こちらも頭をフル回転させて、口頭での応答に集中しているので、その応答を聞きながら必
要な資料を補足してくれる助手が必要である。インタビュー自体は、先方からの信頼を得ていれば録音する
ことができるので、逐語的なメモをとることまでは必要ないが、気づいたことは書き留めておかないと後に
なって困ることになる。加えて、私の場合は、有能な通訳を必要とする。私の言語能力の問題もあるが、録
音記録が日本語としても残っていることが重要である。
　幸い私は、有能な通訳に出会ったが、ゆくゆくは比研が人材データとしてリスト化してくれるならば、現
地調査を行う所員は、大変助かると思う。
� 　　　　　　（すずき　ひろひと）
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若手中大法曹を活性化させるには
� 中央大学法曹会副会長　　櫻　井　俊　宏

　中大法曹会法科大学院担当副会長の櫻井俊宏です。
私は中央大学法科大学院２期生なので、法科大学院
担当として、中大法曹会副会長を拝命しております。
　５月13日、駿河台キャンパス19階のグッドビュー
ダイニングにおいて、中央大学法科大学院卒の司法
修習生を中心に、司法修習生78期と法曹会の交流会
が行われました。
　この５月13日の会では、現役司法修習生と会食を
しながら談笑し、ざっくばらんな話をして盛り上が
りました。その中で、気になることもありました。
修習生によって、今後のキャリアに対する意欲に大
きく差があったように思えたことです。大手事務所
に内定が決まっている修習生は、当然その先も見据
えて、資格取得や語学の勉強等キャリアアップに意
欲を燃やしていたのですが、かたや事務所訪問活動
にもほとんど手をつけようとしない修習生も相当数
いたのです。修習がはじまっているにも関わらず、
就職活動に向けて、名刺を用意するという考えもな
かったとのことを聞き、私達の時代とのギャップに
驚きを覚えました。多様性の反映でしょうか。今は、
確かに私達60期前半の修習生達が就職難に苦しんで
いた時代と比較して、いわゆる「売り手市場」となっ
ているのは間違いないですが、それでも、その先の
実務法曹の世界は、以前ほどの楽観的なものでない
でしょうし、研鑽をしていくに越したことはないの
ではないでしょうか。
　このようなことの原因は、最近の若手法曹を目指
す方が、実務家等の話を聞き、業界の空気感を感じ
る場が少ないのもあるかもしれません。
　幸いにも、ご存じのように、中央大学法学部は、
遂に都心回帰が成り、茗荷谷キャンパスに移転しま
した。駿河台キャンパスと並んで、都心２キャンパ
スで法曹養成が行われるという環境が整いました。
いわゆるロー＆ロー構想が実現したのです。
　法科大学院のある駿河台キャンパスは、基本的に
人口密度が低く静かで、法学に集中しやすい環境と
いえます。また、法学部のある茗荷谷キャンパスは、
空きスペースにおいても勉強するためのブースがた
くさん並んでおり、また、天井が低いことも意識へ
の影響があるのか、全館学習する場という雰囲気が
色濃く出ております。また、それ以外のスペースが
基本的にないため、法学部生は、部活やサークル等
に所属することは困難（メリット・デメリットある
とは思いますが）であり、必然的に学生達は学習に
傾倒します。
　それらの影響は早々に出ており、中央大学法科大

学院の司法試験合
格者は、2022年の
８位を大底として、
2023年６位、2024
年５位と徐々に伸
びを示しておりま
す。特に合格率は、
４３.７％→５９．２％→
６４．２％と大幅な伸
びを示しておりま
す。学内関係者に
よると、まだキャンパス移転に伴う伸び代はありそ
うであるとのことです。
　このような環境の改善に加えて、中大出身若手法
曹へのメッセージの場ももっと広げていく必要があ
ると思います。
　中大法曹会では、従来から、若手活性化のため、
前記の交流会の他、法学部生への分野別パネルディ
スカッション、附属校における裁判傍聴会、中大法
曹会特別奨励生制度など、様々な活動を行ってきて
おります。
　私は、上記パネルディスカッションには、民事事
件等の担当として参加しました。このパネルディス
カッションは、各民事の実務の場の話のみならず、
裁判官・検察官の実務やインハウスロイヤー実務、
刑事実務等、多岐にわたった実務の話が赤裸々に語
られるものでした。これにより、これから法曹を目
指すかどうか迷っていた学生達の意欲を大いに刺激
できたと思います。
　私達中大法曹会は、こういった活動を更に濃密に
していくことを目指していきたいと思います。
　なお、話は少し脱線しますが、私は、学生時代４
年間中央大学応援団に所属していて、現在中央大学
応援団の監督を務めております。応援団においても、
学ランを着て指揮をとるリーダー部員は、古き激し
い「應援團」から現代の応援団の在り方を上手く模
索できておらず、毎年１人から３人の新入団員が入
るのがやっとという状態でした。しかし、今年は、
勧誘活動に力を入れ、団内の雰囲気も良かったのか、
平成以降最高の９人の新入団員が入りました。
　中大の若手法曹も、中大法曹の雰囲気と、所属す
る人達の意気込み次第で、大きく活性化することが
できると思います。
　皆様もお気づきのことがあれば、ご助言いただけ
れば幸いに思います。引き続き中大法曹会を宜しく
お願いいたします。� （さくらい　としひろ）
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ベルンハルト・ヴィントシャイトにおける法学の構想
� 日本比較法研究所　所員　　西　村　清　貴

　筆者が中央大学法学部に着任し、そして本研究所
所員となってから三年目を迎えた。多くの優れた教
員、職員諸兄姉に、そして過去の先達たちが収集し
てきてくれた資料等に囲まれ、充実した研究教育活
動を行わせていただいている。さて、筆者も、2024
年度から、本研究所にて「法学方法論の比較法的研
究」という研究グループを立ち上げさせていただ
いた。あれこれと企画してみたいことはあるのだ
が、立ち上げたばかりで、具体的にグループとして
の活動実態があるとまではまだまだいえない。今回
は、このプロジェクトに絡めて、筆者が現在、どの
ような研究を行っているか、ということについて述
べてみたいと思う（本稿で述べる点を論文化したも
のを『法学新報』に近々掲載予定であるので、ご関
心をお持ちの読者の方におかれては、詳細な出典等
はそちらをご確認いただきたい）。
　近年、筆者が研究を進めているのは、19世紀後半
に活躍したドイツの民法学者ベルンハルト・ヴィ
ントシャイトにおける法学の構想についてである。
ヴィントシャイトは一方ではドイツ民法典の成立に
大きく貢献した人物として知られているが、他方で、

「倫理的、政治的、あるいは国民経済学的熟慮は法
律家それ自身の事柄ではない」とか、「（法解釈とは）
概念による計算である」、「法学は立法の侍女である」
とかといった、いかにも形式主義的な、概念法学的
なフレーズを残したことでも知られている。しかし、
専門的研究においては、1990年代頃から、ウルリッ
ヒ・ファルクらの研究により、このようなイメージ
は刷新されている。筆者もまた、これらの先行研究
に導かれつつ、もう少しだけ、ヴィントシャイトに
関する研究を深めてみたいと考えている。
　さて、筆者の考えでは、ヴィントシャイトにお
ける法学の構想の根底にあるのは、かの F・C・v・サ
ヴィニーによって創設された歴史法学の立場である。
とはいえ、ヴィントシャイトはサヴィニーの議論の
全てに賛同しているわけではない。具体的には、サ
ヴィニーの有名な民法典編纂反対論については、人
間の主体性を軽視しているという理由から反対して
いる。では、ヴィントシャイトはどのような意味で
歴史法学を継承したのか。
　ヴィントシャイトが歴史法学の本質とする考えは、

「社会（ヴィントシャイト自身は民族という言葉を
好むが）の発展とともに、社会の必要と利益は変化
していくのだが、社会から生まれた法もまた、この

ことに対応するた
めに変化していか
ねばならない、す
なわち法とは無限
の発展への流れで
ある」というもの
で あ る。 サ ヴ ィ
ニーによって説か
れたこのような思
想は、今日におい
ても護持するに足
る。逆に、このように思想さえ護持できれば、立法
に対して敵意を示さなくとも、歴史法学派を名乗る
ことになんらの支障もないのだとヴィントシャイト
はいう。上に挙げたようなヴィントシャイトの有名
な言葉も、このような思想に照らして理解されなけ
ればならない。
　まず、「倫理的、政治的、あるいは国民経済学的
熟慮は法律家それ自身の事柄ではない」という言葉
について取り上げよう。この言葉につき、ファルク
ら近年の研究が強調しているのは、このフレーズは、
かなり具体的な文脈を想定していたものだ、という
ことである。まず、このフレーズは、法律家が立法
に携わる際の心構えとして述べられたものであっ 
て、法律家の活動一般について述べられたものでは
ない。次に、このフレーズにおいて想定されていた
のは、例えば、離婚における破綻主義を認めるか否
かという、当時においてきわめて緊張感のある政治
的問題であって、立法一般について述べられたもの
ではない（例えば、土地登記法の起草に際しては法
律家の仕事に大きな期待が寄せられている）。すな
わち、このフレーズは、ヴィントシャイトの法学
観、法律家像について端的に表現したものというわ
けでは全くないのである。実際には、むしろ、ヴィ
ントシャイトは法律家による法形成にかなり大きな
期待をかけていたと考えられるべきである。確かに、
ヴィントシャイトは、一方において、立法者こそが
当該国家においてなにが法であるかを定める権限を
有する存在であると述べる。しかし、他方、立法者
は、立法を行う際、少なからぬ場合、法律家によっ
て形成された概念に頼ることになるだろうし、ま
た、法律の内容を取り扱う際、例えば、法律行為に
際して紛れ込んだ過失がその法律行為の法的存続に
対してどのような影響を及ぼすかというような問題
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を扱う際、立法者は法学から学ばなければならない
のだ、という。これらの点は、法律が成立する以前
の段階の話であるが、法律が成立した後、すなわち
法解釈においても法律家には大きな役割が認められ
る。ヴィントシャイトにいわせれば、人間一般と同様、
立法者にも能力の限界がある。したがって「私の確
信に従えば、立法を助ける、立法の思想を深める有
益な法律学を欠くならば、全ての立法は無力である
[……]。立法者の不十分な思想について十分に考え
ることがなされていない場合、正義の要求が法律に
よって満たされないことがどれほど多いかを、実務
家が最もよく知っている」（「法学の課題」）のである。
いうなれば、法形成は、立法者と法律家の共同作業だ、
ということとなるだろう。立法という活動は、ある
いは法典はあくまでも法形成という無限の発展のう
ちの一つの点にすぎないのである。
　次に、「概念による計算」という、G・W・F・プ
フタからヴィントシャイトが受け継いだ言葉につい
て確認しよう。多くの人々は、「概念」という言葉
を聞いて、無味乾燥な、社会生活から遊離した、抽
象的思弁をイメージするかもしれない。それは、誤
解である。確かに、かの有名なルドルフ・フォン・
イェーリングは伝統的な法学における概念をその様
なものであると理解し、批判した。しかし、ヴィン
トシャイトのいう概念はその様なものではない。実
際、ヴィントシャイトは、一方では、当時の法律家
らしく、古代ローマ法が形成した多くの概念には時
代を超えた、普遍的意義があるとし、それを出発点
とするが、他方で、このような概念をそのまま認め
ているわけではない。例えば、ローマ法は第三者の
ための契約を原則として承認しなかったと理解され
がちであるが、概念はあくまでも生活のためにある
のだから、社会の必要や利益に応じて第三者のため
の契約が認められるのは当然だ、と主張する（実際、
ヴィントシャイトの友人であったイェーリングの概
念法学批判も、よく読めば、法学における概念その
ものの使用を批判しているのではなく、あくまでも
生活から遊離した概念の使用を批判しているにすぎ
ない）。ヴィントシャイトにとって問題であったのは、

「概念法学」対「目的法学」のような対立図式では
ない。「社会の利益や必要に対応し得る概念」対「生
活から遊離した概念」という対立図式であって、彼
は常に前者の側に立っていたのである。
　最後に、「法学は立法の侍女である（が、王冠を被っ
た侍女である）」というフレーズについて確認しよう。
筆者が調べた限り、このフレーズの典拠を見いだす
ことはできなかった。このフレーズを引用する研究
においても、その引用の出典はきわめて不確かであ

る。しかし、よく似た、「法は侍女である」という
フレーズは確かに存在した。しかし、このフレーズ
は一般に理解されているイメージとは全く別の意味
において用いられたものである。
　「法は侍女である」というフレーズは、ヴィント
シャイトが法の目的を論じた箇所において現れる。
法は、個人や団体の自由の領域を確保するために存
在するのだ、とヴィントシャイトはいう。例えば、
法は、他者の所有権の侵害を禁じるのだが、このこ
とによって、他者は所有権を用いて自由に活動する
ことが承認される。しかし、なぜこのような自由な
活動が認められるべきであるのか。

「人間はみずからの課題を持ち、人間の生活が展
開される共同体はみずからの課題を持つ。人間や
共同体の意志が一定程度承認されなければ、それ
らはこの課題を遂行することはできない。それら
には、その範囲内で自由に動き回ることができ、
みずからの力を展開できる平和な空間が必要であ
る。これらの空間をそれらのために創造するのが
法である。法は物事の完成ではないが、法がなけ
れば完成はあり得ない。人類の最高の目標は、力
の自由な跳躍によってのみ達成されるが、法なし
には跳躍はあり得ない。法は、あらゆる人間の文
化の基盤を整えるものである。法を侍女としよう。
しかし、付け加えるなら、王冠を被った侍女であ
る」（「法学の課題」）。

　このような表現から確認できるように、法は、立
法の侍女ではなく、「人類の最高の目標」の侍女、「人
間の文化」の侍女である。また、別の箇所でヴィン
トシャイトは「法律家は神的秩序の司祭である」と
述べている。このようなヴィントシャイトの発想も
また、おそらく、サヴィニーが『現代ローマ法体系』
で行った議論の多大な影響を受けたものではないか
と推測される。サヴィニーもまた、法の目的は、個
人の自由を保障することにあると考えていたのであ
る。
　このように見るならば、ヴィントシャイトの法学
の構想は、形式主義的なものとはとてもいえない。
むしろ、法律家（法学者および実務家）の創造力や
正義感覚にヴィントシャイトは多大な期待をしてい
た、と理解されるべきであろう。法を無限の発展と
見るヴィントシャイトの構想は、今日においてもな
お、いや、過去に比べてはるかに頻繁な法律改正が
行われる今日だからこそなお、傾聴に値するのでは
ないだろうか。

 （にしむら　きよたか）
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国立高雄大学法学院（台湾）と当研究所
との間で部局間協定が締結されました

編　集　後　記
　2025年３月11日、当
研究所と国立高雄大学
法学院は、研究者の学
術交流および共同研究
を行い、両国のみなら
ず、ひろくアジア法の
比較法研究を推進する
ことを目的として、協
定を締結いたしました。
　調印式は中央大学後
楽園キャンパスで執り
行われ、国立高雄大学
法学院吳俊毅院長と当

研究所北井辰弥所長が協定書に署名いたしました。
　なお、国立高雄大学法学院のホームページでも
紹介されています。https://lawyuan.nuk.edu.tw/
p/406-1031-86670,r1841.php?Lang=zh-tw

最 近 の 講 演 会

新 所 員 紹 介

　６月20日（金）開催の第31期第５回所員会におい
て４名の先生方を新たに所員としてお迎えすること
が承認されました。

北居　功（きたい　いさお）
博士（法学）（慶應義塾大学）慶應
義塾大学教授（法務研究科）を経て、
2025年４月より法務研究科（ロース
クール）教授。専門は民事法学。

金　彦叔（きむ　おんすく）
博士（法学）（東京大学）文京学院大
学外国語学部教授を経て、2025年4月
より法学部教授。専門は国際私法、国
際取引法。

工藤　潤（くどう　じゅん）
修士（大学アドミニストレーション）

（桜美林大学）大学基準協会事務局長、
常務理事を経て2025年4月より法学部
特任教授。専門は教育社会学。

山本　和彦（やまもと　かずひこ）
東京大学法学部卒。一橋大学法学部
教授を経て2025年4月より法務研究科

（ロースクール）教授。専門は民事訴
訟法・倒産法。

（「法學院與日本中央大學比較法研究所交流協定簽約
儀式」参照2025年7月21日）

　４月以降に開催された講演会をいくつかご紹介し
ます。

Prof. Woodrow Hartzog（ウッドロー・
ハルツォーク）/ ボストン大学法科大
学院教授
　2025年４月21日（月）後楽園キャン
パスにおいて開催“The Challenge of 

Regulating Privacy in Artificial Intelligence”「AI
におけるプライバシー規制の試み」

Prof. Peggy Ducoulombier（ペギー・
デュクロンビエ）/ ストラスブール大
学 法・政治・経営学部・教授
　2025年５月27日（火）茗荷谷キャ
ンパスにおいて開催“The Protection of Human 
Rights by the European Court of Human Rights”

「ヨーロッパ人権裁判所による人権の保護」

Prof. John Ohnesorge（ジョン・オー
ネソルグ）/ ウィスコンシン大学ロー
スクール教授
　2025年６月12日（木）茗荷谷キャ
ンパスにて開催　“Judicial Review of 

Agency Legal Interpretations”「行政機関による法
解釈の司法審査」

吳俊毅院長（左）と握手を
交わす北井辰弥所長

　今号も事務室のご援助により、鈴木博人所員から
は、外国法研究に必要な資料収集方法の変遷と希望
について、櫻井俊宏弁護士からは、若手中大法曹の
育成について、西村清貴所員からは、ヴィントシャ
イトによる法学の構想について、貴重かつ多彩な玉
稿を掲載することができました。感謝申し上げます。
　さらに、本年度も当研究所に有力な新所員をお迎
えすることができました。
　ところで、国際司法裁判所（岩澤雄司所長）によ
る「気候変動に係る諸国の義務に関する勧告的意見」

（2025年７月23日）は、世界に力強いメッセージを
与えました。気候変動法政策は、揺籃期を経て国内
外において大きく発展し、法理論やグローバル社会
を今後大きく変化させるとの予感を本意見から感じ
ました。� （牛嶋　記）


